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 相談支援部会 資料                                   8/27 

 

〇サービス等利用計画作成の進捗状況等について 

 障害者支援課 

 4 月 5 月 6.月

利用者数 2088 2093 2110

計画作成済み 
 （セルフ） 
 （計画相談） 

1824 
(855) 
(969) 

1829 
(847) 
(982) 

1864
(856)

(1008)

作成率 87.4％ 87.4％ 88.3％

 

 発達支援課 

 4 月 5 月 6 月 7 月

支給決定件数

（新規・継続） 
41 45 57 52

(1 件重複

あり)

計画作成済み 
（セルフ） 
（障害児相談） 

41 
(38) 

(3) 

45 
(42) 

(3) 

57
(50)

(7)

51
(44)

(7)

 
○市川市障害児・者相談支援 ガイドラインの再編について 
 9 月に作成、10 月印刷に向け 作成中 

 同時にマニュアルを障害者支援課に作成して頂き重複部分はマニュアルに抜粋する予定。また、単位表（報酬

単価）についてはガイドラインから抜き、別紙若しくはネット上等での確認としていく予定。 

 

○たまり場⇒“場”の試行について 
 現在、えくるとアクセス それぞれに取組み試行をしている状況。 

 えくるでは、“場”の提供を 10 ケースについて実施。 

 アクセスでは、ケース会議に支援課、えくるを交え、提案アドバイスを頂きながら個々の対応の参考にしてい

く予定。 

 

○地域生活支援拠点について 
 相談機能を備えているため、合同で検討を進めてはどうかと生活支援部会より提案があり、まずは 10 月に研

修に参加し検討して行く予定 

 

○専門部会のあり方について 
部会案 

ハートフルプランの課題（重点施策）の切り分けを踏まえての部会構成案として、 

 

 
①相談支援部会 ②就労支援部会 ③障害児支援部会 

④生活支援部会 ⑤災害対策部会 ⑥人材育成部会 
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① 相談支援部会について 

●制度・体制・啓発等の検討・確認 ⇒管理者レベルの出席が良いのでは？ 

事業所単位では出来ない事を提言する場 

   ＜現状＞ 

相談支援部会のテーマより行政からのテーマについて取組んでいるような気がする 

本会の準備機関？ 

権利擁護、障害児、地域移行等この部会に上がってこない課題等も多い 

身体障害のニーズ等情報が薄い 

  ●マニュアル・ガイドラインの整備、更新 

  ●事例検討⇒ 質の向上 地域課題 仕組みについての検討へ発展 

  ●サービスに繋がらない方、セルフの方に対する検討 

   障害福祉サービスにのらない方に対する仕組み検討 

   セルフプランの方々へ（本人、家族）書き方考え方の講習等 

   利用者側の理解促進に向けての活動 

●障害福祉サービス、介護系、生活困窮との連携（課題の共有） 

  

② 就労支援部会 

生きがいを視野に入れると就労支援を日中活動という括りの中でも考えられる 

＜現状＞ 

しゅうたんとふくたんの方向が違ってきている。同じ部会では無理がきている 

 

③ 障害児支援部会 

  子育て系や縦、横の連携  

 

④ 生活支援部会 

プロジェクト形式にし喫緊の課題に対して優先順位をつけ短期間で取組む 

それぞれの連絡会等を本会に持っていくかたち 

＜現状＞ 

範囲が広く、ここで集約せず、本会に上げても良いのでは？ 

   課題がぶれていて何のための連絡会か見えない所がある。空きなし問題（GH 連絡会） 

   短期入所（受け皿）、日中活動系 送迎なし、医療系  問題 

 

⑤ 災害対策部会 

危機管理室、管理課等も含めた検討が必要 

障害のみではなく高齢や市民も含め市全体で話し合える場が必要では？ 

  団体連絡会が主になって行う 
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⑥ 人材育成部会 

1 年スパンのプロジェクト系にしては？ 

市川で就労してもらう策の検討 

共通テーマが多いため各部会より代表者が出席する 

 

[その他] 

・バリアフリーについて推進、検討、取組みについて 

・地域で暮らすためのサービスの組み立て インフォーマルな部分の視点、連携がほしい 

  ・生活支援部会と就労系で日中のくくりにしては？ 

 

[取り組み方] 

・短期集中の課題はプロジェクトで行う 

・課題に則したメンバー構成 

・結果を出していく 

 

[構成メンバー] 基本的に重複したメンバーにならない方が好ましい 

・課題ごとに関係機関へ呼びかける 

・地域代表（街づくりの方々、民生委員、地域の方、不動産関係、商工会、） 

関係機関代表（消防、警察、司法系、医者、高齢者介護関係、広域専門指導員、地域相談員） 

当事者及び団体、ピアカウンセラー 



生活支援部会 報告 

 

○第 3 回部会報告 

１．各連絡会・会議よりの報告等（順不同） 

 ・居宅支援連絡会      7 月 16 日（木） 薬剤師会の方を招いた研修会実施 

 ・日中活動連絡会      4 回シリーズで（9/3,10/1,11/5,12/7）行動障害の勉強会を開催 

 ・グループホーム等連絡協議会  7 月 31 日（金）総会および研修会開催 

                 今年度、世話人向け 4 回、管理者向け 3 回の研修実施予定 

 ・重心サポート会議     8 月 22 日（土）どれみ♪（学齢前の重心児のお泊り）実施 

 

２．普及・啓発活動について 

（１）障害者週間イベント（I あいフェスタ）の実施（12 月 5 日（土）予定） 

・7 月 14 日 第１回実行委員会開催 

・今年度の開催場所は、コルトンプラザ内、コルトンホールおよび生涯学習センター内 

 

 （２）和洋女子大学 大学祭でのハートフルツアーの実施（11 月予定） 

   ・大学祭のパンフレットに「ハートフルツアー」の掲載許可 

   ・参加者の送迎車輛の構内駐車についても許可 

     

３．地域生活拠点事業について 

  市川市に協力を依頼し、「地域生活支援拠点を学ぶ」研修会を 10 月 26 日（月）実施予定。 

  講師は、全国手をつなぐ育成会連合会 統括 田中正博氏。 

  まず、この研修で事業の目的等を知り、市川市においてどのような形の実施が考えられるか 

  を、他部会とも協働して検討していきたい。 

 

４．専門部会の再編について（委員よりの意見を抜粋・順不同） 

   ・期限を定めるもの、そうでないものに分けて話し合っては 

・前に進む形・結果を出す形の小さなプロジェクトチーム（以下 PT）を作っては 

   ・テーマを絞る 

   ・年度計画を立てて取り組む 

   ・本会がテーマを整理し、各部会・会議等に投げる 

   ・生活支援部会は報告会にする 

   ・課題として取り組む前に、行政の判断（取り組んで成果の出るものか）がほしい 
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平成 27 年 8 月 27 日（木） 

アクセス 小井土 

就労支援部会からの報告 

 

〇就労支援担当者会議（しゅうたん）の取り組み 

1）就労移行支援事業所合同説明会（5/30） 結果報告 

 参加者 48 名（支援学校教師、スタッフなどを含めると 70 名）。 

2）就職後の定着支援について 

 各移行事業所の就職後定着支援の内容について確認。今後は、事例検討などを通じて共有化する。 

3）直 B アセスメントについて 

 今年度 12 名。内訳はレンコン 4 名、えるワーク 5 名、障害者就職塾 1 名、南八幡ワークス 1 名。 

 

〇福祉的就労者会議（ふくたん）の取り組み 

1）お仕事情報の共有 

 企業からの業務発注について、情報共有。受注状況の確認、追跡など実施。 

2）専門部会のあり方について 

様々な事例を元に各分野からの意見を上げ話し合う事はどうかと意見が出ている。 

3）リサイクルショップを行っている事業所同士でのポイントカード導入を検討中。 

 

〇合同面接会に合わせた企画について 

10 月 8 日（木）の合同面接会に合わせて、面接会場控室にて企画を実施。内容として、移行事業

所の相談ブースや B 型事業所などの情報提供、直前面接講習などを実施予定。 

 

〇部会のあり方について 

 

以 上 
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ふれあい合同面接会「就職ステップアップコーナー」企画書 

 
１．目的  ふれあい合同面接会への求職者に対し、履歴書の書き方や面接のコツなど

のガイダンスを行うとともに、就労移行支援や就労継続支援など、働くた

めに役立つ障害福祉サービスについて情報提供する。 

 
２．日時  平成 27 年 10 月 8 日（木）13～16 時 

 
３．場所  市川グランドホテル 7 階（竹） 

 
４．内容  ①就職ガイダンス 
      求職者を対象に、面接の空き時間等を利用して「履歴書の書き方」「面接

のコツ」などについて、簡単なアドバイスを行う。 
      担当：市川市障害者就労支援センター「アクセス」、障害者就業・生活支

援センター「いちされん」 
      ②障害者就労支援情報コーナー 
      就労を希望しているが、障害福祉サービスについて知識のない方を対象に、

就労移行支援、就労継続支援、就労支援センター「アクセス」、就業・生

活支援センター「いちされん」等の障害福祉サービスについて情報提供す

る。 
      担当：市障害者支援課、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所 

 
５．会場レイアウト 

 
       

 

就職ガイ

ダンス 

障害者就

労支援情

報コーナ

ー 



平成２７年第２回自立支援協議会 障害者団体連絡会資料 

 

①「知ることからはじめよう！障害者権利条約、障害者差別解消法」シンポジウム 

日時：10 月 3 日（土） 

場所：グリーンスタジオ 

外務省、尾崎さん、毎日新聞論説委員野沢さん講演 

会場との意見交換、指定発言 

 

②総合防災訓練 

日時：8 月 30 日（日） 

会場：新浜小学校、曽谷小学校、北方小学校、福栄小学校、信篤小学校、30 名程度参加 

 

③障害者週間イベント 

日時：12 月 5 日（土） 

自立支援協 生活支援部会 木下静男委員 

 

④啓発パンフレット 

文字だけではなく解りやすいように漫画も掲載中 

啓発パンフレット実行委員長 富岡太郎 

 

⑤会費徴収による規約改正を主に議長の規定も改正 

会費徴収による予算案、活動予定を作成中 

議長を出席者の多数により決議する 

 

⑥民生委員に対しての啓発活動 

8 月 20 日（木）に、市川 18 地区の民生委員の役員会において、民生委員に対しての障害

者団体連絡会として、啓発活動のお願いをしました 

 

障害者団体連絡会 代表 

大井好美 
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地域自立支援協議会の設置状況等に関する調査結果 ２５年度

◆地域自立支援協議会の設置状況（２５年度）
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

2５年
度
予定
（回）

自立支援協議会
「当事者団体」

自立支援協議会
「司法関係者」

自立支援協議会
「その他」

自立支援協議会
「ピアカウンセラー」

就労 地域
移
行・
生活
支援

こど
も
（療
育支
援
等）

福祉
サー
ビス

権利
擁護

退院
促進

その
他

専門部会構成員
「その他」

専門部会構成員
「ピアカウンセラー」

1 千葉 千葉市 H19.12.20 委託
（協働） 24 9 4 8 3 1

千葉市身体障害者連合会、千葉市手を
つなぐ育成会、千家連、千葉市自閉症協
会、それぞれから1名

医療関係(千葉市医師会）、教育関係（特
別支援学校）、雇用関係（キャリアセン
ター）、それぞれから1名

有 41
民生委員　各区から1名ずつ計6名

2 船橋 船橋市 H19.4.1 直営 22 10 3 2 1 6 3
身体障害者当事者団体、知的障害者親
の会、精神障害者家族会

権利擁護団体理事（弁護士）

有 7 8 8 5

3 柏 柏市 H21.6.30 直営 21 10 9 2 3
身体障害，知的障害，精神障害，発達障
害，高次脳機能障害 有 15 12 8 未定

商工会議所、精神科クリニック

4 我孫子市 H21.4.1 直営 8 7 1 2 有 8

民生委員、医療関係者

5 流山市 H21.4.1 協働 21 7 5 2 4 3 2
身体障害者団体、知的障害者親の会、
精神障害者福祉会等の障害者各団体の
代表者。

民生委員児童委員の代表、福祉活動に
関心のある市民、広域専門指導員。 有 6 7 10

民生委員児童委員の代表、福祉活動に
関心のある市民、広域専門指導員。

6 松戸市 H20.4.1 直営 13 5 1 1 6 2

市内障害者団体で構成された連絡協議
会の理事長

中核地域生活支援センター、松戸市地域
生活相談支援事業、社会福祉協議会、
医師会、障害者計画推進協議会 有 10 13 11 13

中核地域生活支援センター、松戸市地域
生活相談支援事業、社会福祉協議会、
精神科病院、訪問看護ステーション、就
労支援者、特別支援学校

7 野田 野田市 H19.6.28 直営 24 7 4 10 3 2

野田市障がい者団体連絡会、野田市肢
体不自由児者父母の会、野田市手をつ
なぐ親の会、ＮＰＯ法人メンタルサポート
野田そよかぜ

社会福祉法人野田社会福祉協議会、社
団法人野田市医師会、民生委員

有 61

社会福祉法人野田社会福祉協議会、社
団法人野田市医師会、民生委員

野田市身体障がい者福祉会、野田市聴
覚障害者協会、野田市中途失聴者・難聴
者の集い「みみづくの会」、野田市視覚障
がい者協会、野田市障がい者相談員のう
ち身体障害者相談員６名

8 市川市 H20.3.27 直営 23 14 6 1 2 4
市内の障害者団体の連絡組織である「市
川市障害者団体連合会」より6名を選出し
てもらう。

障害児支援関係者（市立須和田の丘支
援学校、県立船橋特別支援学校）

有 14 15 16

（就労支援部会）就労支援センター、就
業・生活支援センター、商工会議所、特
別支援学校
（相談支援部会）就労支援センター

9 浦安市 H19.4.1 協働 20 9 1 1 1 5 3 6

手をつなぐ親の会１名 弁護士１名 介護給付費等の審査会代表１名、社会
福祉協議会１名、特別支援学校１名

有 23 18 22 24 6

保育園、幼稚園、小学校、中学校、特別
支援学校、私立中学校、県立高校、介護
給付費等審査会、中核地域生活支援セ
ンターほか

10 習志野市 H20.4.1 直営 30 13 6 11 4
障害者の家族会、医療関係者、民生委
員、社会福祉協議会、学校関係者、地域
中核支援センター、ハローワーク、商工
会議所

有 10 10 10

障害者の家族会、医療関係者、民生委
員、社会福祉協議会、学校関係者、地域
中核支援センター、ハローワーク、商工
会議所

11 八千代市 H19.4.1 直営 25 10 5 2 6 2 3
身体障害者の福祉会、知的障害者の親
の会、精神障害者の家族会、肢体不自
由児者の父母の会、身体障害者相談員

障害者を雇用する法人の代表と八千代
市医師会の２名 有 6 5 7 7

障害者を雇用する法人の代表と八千代
市医師会の２名

12 鎌ヶ谷市 H20.1.22 直営 19 5 4 1 6 3 3
身体障がい者・知的障がい者・精神障が
い者各団体

社会福祉協議会、民生児童委員、商工
会 有 13 11 27

社会福祉協議会、民生児童委員、商工
会、地域包括支援センター

13 富里市 H18.10.1 委託 30 14 6 3 7 3
身体障害者福祉会・手をつなぐ親の会・
ことばを育てる会・聴覚障害者協会・精神
障害者家族会・スペシャルオリンピックス
日本・千葉

当事者家族・学校（教育）関係者・各種相
談員・社会福祉協議会　等 有 7 7 16 7

当事者家族・学校（教育）関係者・各種相
談員・社会福祉協議会等

14 八街市 H19.4.16 委託 27 11 5 2 1 8 13
八街市聴覚者障害者協会・八街市身体
障害者福祉会・精神障害者家族会きんも
くせいの会・ＮＰＯ法人さくらクローバーの
会・手をつなぐ親の会

八街市民・八街市社会福祉協議会・民生
委員児童委員 有 4 6 17

八街市民・八街市社会福祉協議会・民生
委員児童委員

15 白井市 H19.11.15 直営 23 11 3 1 3 5 2
心身障害児者父母の会、精神障害者家
族会、白井市に福祉施設を作る会

特別支援学校、工業団地協議会、商工
会、相談支援事業所 有 11 12

特別支援学校、工業団地協議会、商工
会、相談支援事業所

16 印西市 H19.9.26 直営 14 5 1 3 5 2
（選考中） 公募市民（2人）、市内企業（2人）、当事

者家族（1人） 有 6 8
公募市民（2人）、市内企業（2人）、当事
者家族（1人）

17 成田市 H20.3.24 委託 38 17 9 12 3

印旛地区自閉症協会成田部会1名、精神
障害者家族会なりた会1名、成田市こと
ばと心を育む親の会1名、成田市視覚障
害者福祉協会1名、成田市聴覚障害者協
会1名、成田市肢体不自由児者父母の会
1名、成田市手をつなぐ育成会1名、成田
市福祉会1名

有 13 11 14

18 四街道市 H20.3.24 協働 15 3 3 1 8 2

手をつなぐ親の会、精神障害者家族会、
市視覚障害者協会

健康福祉センター職員保健関係、権利擁
護関係、病院MSW、民生委員、社会福祉
協議会、地活Ⅰ型、療育教育機関、雇用
就労支援機関

有 18 23 10 14

ボランティア団体、相談支援専門員、印
旛健康福祉センター職員（保健、権利擁
護）、地活Ⅰ型、民生委員、病院MSW

19 佐倉市 H19.10.10 直営 15 6 4 1 4 4
手をつなぐ育成会１名、精神障害者家族
会かぶらぎ会１名、ろう者協会１名、重症
心身障害児者親の会１名

医療機関２名、民生・児童委員１名、社会
福祉協議会１名

有

20 栄町 こども部会（特別支援学校コーディネー
タ）

21 酒々井町

22 香取市 H18.12.19 協働 20 5 6 2 7 3
身体、知的、精神、ろうあ、視覚、発達障
害者関係団体からそれぞれ1人

医療関係1人、社会福祉協議会1人、相
談支援事業2人、教育雇用関係3人 有 13 13 15 6

医療関係、社会福祉居議会、相談支援
事業、教育雇用関係等

23 多古町 H19.10.15 直営 15 1 3 2 2 7 2
身体障害者福祉会、手をつなぐ育成会、
かとり会

医療関係者、権利擁護関係者、相談支
援関係者、教育関係者、就労関係者 有 13

特別支援学校職員、中学校校長

24 東庄町 H19.6 直営 17 4 3 4 4 2 2
身体障害者福祉会、手をつなぐ親の会
(知的）、かとり会（精神）

社会福祉協議会、民生委員児童委員協
議会 有 12 14 18

JA、商工会、民生委員児童委員協議会、
社会福祉協議会

25 神崎町 H20.2.1 直営 8 2 2 1 1 2 1
手をつなぐ親の会、精神障害者家族会か
とり会

民生委員、社会福祉協議会

無

26 旭市 H19.6.19 直営 20 4 6 3 7 3
身体障害当事者団体代表、知的障害者
保護者会代表、精神障害者家族会代表

福祉団体代表者、医療関係者、雇用関
係者、教育・行政関係者 有 7 7 12

j

27 匝瑳市 H19.11.22 直営 22 9 5 3 5 2
身体障害者福祉会、手をつなぐ育成会、
視覚障害者福祉会、聴覚障害者協会、
自閉症協会

医師会、特別支援学校、公共職業安定
所、障害者就業・生活支援センター 無

28 銚子市 H20.1.25 直営 20 6 3 6 5 2
身体障害者福祉連合協議会,,精神障害
者家族会など

町内会連合協議会、社会福祉協議会、
民生委員児童委員協議会など

有 11 5 10

青年会議所、民間企業、民生委員児童
委員、医療機関ケースワーカー

29 東金市

30 山武市

31 芝山町

32 横芝光町

33 九十九里町

34 大網白里市

35 市原 市原市 H20.1.9 直営 25 13 4 1 2 5 3
市内の障がい者福祉団体の代表者 公募委員、医師会、商工会議所

有 8 10 7 8
公募委員、医師会、商工会議所

民生児童委員協議会、社会福祉協議
会、商工会議所

有 25 4445

（就労部会）商工会、（相談支援関係者）
医療機関関係者

148 4 226

山武郡市手をつなぐ親の会、山武市身体
障害者福祉会、山武郡市精神障害者家
族会

市原市障がい者自立支
援協議会

239H20.4.1 委託山武
山武圏域地域自立支援
協議会

銚子市地域自立支援協
議会

匝瑳市障害者自立支援
協議会

香取

香取市地域自立支援協
議会

多古町地域自立支援協
議会

東庄町障害者地域自立
支援協議会

神崎町地域自立支援協
議会

海匝

旭市地域自立支援協議
会

出入り自由のため確定していない
（就労、生活支援、療育支援、権利擁護、退院促進各部会を設置）

酒々井町・栄町地域自立
支援協議会 15H22.3.24 直営 37

特別支援学校コーディネータ－、千葉県
条例広域専門指導員

有 0 5

習志野

習志野市障害者自立支
援協議会

八千代市自立支援協議
会

鎌ヶ谷市障がい者地域自
立支援協議会

86 2

印旛

富里市地域自立支援協
議会

八街市地域自立支援協
議会

白井市地域自立支援協
議会

佐倉市障害者自立支援
協議会

印西市地域自立支援協
議会

成田市地域自立支援協
議会

四街道市障害者自立支
援協議会

松戸

我孫子市自立支援協議
会

流山市地域自立支援協
議会

松戸市地域自立支援協
議会

市川市自立支援協議会

浦安市自立支援協議会

野田市地域自立支援協
議会

市川

No 圏域 市町村名 協議会の名称

船橋市自立支援協議会

柏市自立支援協議会

構　　成　　員(人）(２５年度体制）(見込）

千葉市地域自立支援協
議会

設置日
（立上げ
日）

事務局
（直営・
委託・
協働の
別）

構　　成　　員(人）(２５年度体制）

専門
部会
設置
の有
無

相談支援

資料６



地域自立支援協議会の設置状況等に関する調査結果 ２５年度

◆地域自立支援協議会の設置状況（２５年度）
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

2５年
度
予定
（回）

自立支援協議会
「当事者団体」

自立支援協議会
「司法関係者」

自立支援協議会
「その他」

自立支援協議会
「ピアカウンセラー」

就労 地域
移
行・
生活
支援

こど
も
（療
育支
援
等）

福祉
サー
ビス

権利
擁護

退院
促進

その
他

専門部会構成員
「その他」

専門部会構成員
「ピアカウンセラー」

No 圏域 市町村名 協議会の名称

構　　成　　員(人）(２５年度体制）(見込）

設置日
（立上げ
日）

事務局
（直営・
委託・
協働の
別）

構　　成　　員(人）(２５年度体制）

専門
部会
設置
の有
無

相談支援

36 君津市 H22.2.1 直営 18 3 4 4 7 3
身体障害2、知的障害1､精神障害1 保健福祉及び医療関係4、教育機関関係

1､雇用機関関係2 有 10 12 16
保健福祉及び医療機関関係、教育機関
関係､雇用機関関係

37 木更津市 H21.4.1 直営 34 6 6 1 17 4 2
木更津市身体障害者福祉会、木更津市
視覚障害者福祉協会、木更津市ろうあ協
会等

木更津警察署 保健医療関係機関、企業関係機関

有 15 15 18 12
保健医療関係機関、企業関係機関

38 袖ヶ浦市 H20.3 直営 19 7 2 4 6 2
障害者本人、障害者の家族 医師、民生委員児童委員、特別支援学

校校長、商工会、職業安定所、保育園園
長

有 7 8 7 21
特別支援学校教員2、民生委員児童委員
4、保育園園長

39 富津市 H21.12.17 直営 20 8 3 1 5 3 2
民生委員児童委員協議会、身体障害者
福祉会、手をつなぐ育成会、あかつきの
会、富津市ろうあ協会

警察署 医師(3名）

有 14 18 32 22
ソーシャルワーカー・相談員、商工会

40 茂原市

41 白子町

42 長生村

43 長柄町

44 長南町

45 睦沢町

46 一宮町

47 いすみ市

48 勝浦市

49 大多喜町

50 御宿町

51 南房総市 H19.11.26 直営 12 3 2 7 1 有
H25
予定

20
H25
予定

22

52 鴨川市 H19.11.26 直営 12 3 2 7 1 有
H25
予定

20
H25
予定

22

53 館山市 H19.11.26 直営 12 3 2 7 1 有
H25
予定

20
H25
予定

22

54 鋸南町 H19.11.26 直営 12 3 2 7 1 有
H25
予定

20
H25
予定

22

合
計

16圏域
54市町
村

３９協議
会

直営：３
０
委託：5
協働：4

784 284 132 25 5 166 172 0 104
有：
37

無：2
292 198 262 270 10 27 96 88 269 (計１２９部会）

(直営等については、機械的に集計。）

11

（共同開催）
就労部会（ハローワーク、中核、就業・生
活支援センター、相談支援機関各１名）
相談支援部会（教育関係２、児童相談機
関１、相談支援機関２、ＧＨ支援ワーカー
１、就労支援機関１、中核１）地域移行部
会（医療関係ＰＳＷ６・ＮＳ４、中核１、ＧＨ
支援ワーカー１、安房地域生活支援セン
ター３）

教育関係、医療関係、商工会議所

14 18

３９協議会
（単独３５、共同４）

身体障害者当事者団体、知的障害者親
の会、精神障害者親の会

13 3

特別支援学校、中核地域支援センター、
地域活動支援センターⅠ型

安房

南房総市地域自立支援
協議会

館山市地域自立支援協
議会

鋸南町地域自立支援協
議会

鴨川市地域自立支援協
議会

16

（共同開催）
医療機関1、相談支援機関2、児童相談
機関（児相）1、教育機関1、就労機関（ハ
ローワーク）1、中核1

有夷隅
夷隅地区自立支援協議
会

H19.11.1 直営

2

特別支援学校、障害者高等技術専門
校、中核地域支援センター、地域活動支
援センターⅠ型

5 3 2 2

医療関係、教育関係

長生
長生郡市自立支援協議
会

H19．2 直営 12 3 21有 166

身体・知的障害（児）親の会、精神障害者
親の会、身体障害者当事者会

32 11

君津

君津市障害者地域自立
支援協議会

木更津市地域自立支援
協議会

袖ヶ浦市地域総合支援
協議会

富津市自立支援協議会



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度
〔就労〕

開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 船橋 船橋市 就労支援
部会

H20.6 直営 7 4 3 1
平成２４年度の障害者週間記念事業内で
の、事業所合同説明会の実施の有無等
について。

2 柏 柏市 はたらく部
会

H21.6.30 直営 15 12 1 2 6

・就労を目指す障害者の支援や福祉的就
労を支援する関係者による部会。
・一般就労を目指す障害者を支援するた
めのネットワーク作り。
・福祉的就労における工賃アップのため
の取組み。

・工賃アップのための具体的取組みをど
のように進めていくか。

3 流山市
就労支援
部会

H21.4.1 協働 6 2 2 1 1 2
工賃の向上取り組みについての情報交
換。

4 松戸市
就労支援
部会

H21.7.1 直営 9 5 4 12
・普及啓発の為の研修会の開催（2回）
・ケース検討による、課題の整理

5 市川市
就労支援
部会

H20.3.27 直営 7 5 2 2

・ワーキンググループからの報告
・働いている障害者の「集う場」について
・就労支援部会のあり方について

一般就労と福祉的就労に関するワーキン
グGが活発に活動している中で、就労支
援部会の役割をどのように位置づける
か。また、ハローワークや商工会議所、特
別支援学校などの外部機関との関係をど
のように整理するかが課題。

6 浦安市
就労支援
プロジェク
ト会

H19.7.27 協働 18 10 1 5 2 3
別紙のとおり

7 習志野市
就労支援
部会

H23.4.1 直営 9 3 2 4 11

・障害者就労のアンケート結果をまとめ、
商工会議所の会報に同封。市内2100事
業所に障害者雇用の実態についての結
果報告を送付した。
・専門部会から商工振興課・障がい福祉
課に対し職場開拓員制度の提案。
・地域資源マップの作成

地域資源の開拓についての検討

8 八千代市
しごと分
科会

H19.4.1 直営 5 1 1 2 1 6

・市障害者支援課にて職場体験実習を平
成２４年１０月２９日～平成２４年１１月２２
日まで実施しました。３年目の取り組みと
して、これまでの八千代特別支援学校生
徒に加え、市内障害福祉サービス事業所
利用者にも対象を拡大し、これまでの実
習の課題について検証しました。また、今
後の方向性を検討する為、佐倉市及び市
川市のチャレンジドオフィスについて見学
実施予定。
・高次脳機能障害及び発達障害について
も今後のテーマとすることとなり、基礎的
な知識を得る為に研修会を実施。

・委員の方々が忙しく日程調整が難しい。
委員全員が出席できないこともあった。
・委員の構成が固定化しており、協議内
容の発展が乏しくなってきている。

9 富里市 就労研究
部会

H19.4.1 委託 7 4 1 1 1 3
事業所一覧表の作成，他市開催の意見
交換会参加　等

障害者雇用の求人の少なさ等から，成功
事例が少ないため，啓発・ＰＲ活動が出来
ていない。

10 八街市 就職部会 H20.4.1 委託 5 3 2 3
　障害者の多様な働き方を実現するため
に、障害福祉サービス合同説明会を企画
した。

11 白井市
就労支援
部会

H21.5.1 直営 10 3 1 1 1 4 6
・第２回働く応援フェスタ（障害者雇用促進
講演会）の開催について

12 印西市 就労部会 H20.12.10 直営 4 1 3 6

・働くふれあい懇親会の開催
・障害者モデル雇用の実施及び企業開拓
ツールとしての実績掲載冊子作成

13 成田市 就労部会 H20.11.14 委託 12 8 2 2 6

・障がい者の雇用促進と安定化に向けた
就労支援の仕組みづくりを検討する。
・地元の大型商圏である成田空港から一
般企業の方を招いて研修会を行った。
・ＭＬを活用し、委員同士の情報共有を
図った。

一般企業に対するアプローチ

14 四街道市 就労部会 H21.5.28 委託 18 8 4 3 3 2
活動開始時期が遅くなり、具体的な進展
はない。

15 佐倉市 就労部会 H19.7.30 直営 21 13 4 3 1 9

・障害者雇用の実態調査
・障害者の就労に関する講演会
・障害者雇用に関する先進企業視察

・障害者優先調達推進法に基づく障害者
施設への発注拡大への取組み。

酒々井町

栄町

17 香取市 就労支援
部会

H20.11.13 委託 13 4 4 5 3
障害者雇用の拡大や障害者優先調達推
進法に関することを議題として、協議を
行った

18 東庄町 就労検討
会

H22.７ 直営 12 1 3 2 3 3 1

・障害者雇用率の改正について。
・町障害福祉計画の点検・評価について。
・企業への就労理解、啓発促進につい
て。

19 海匝 銚子市 就労分科
会

H21.8.25 直営 10 4 4 2 9

・職場体験実習及びマッチング作業に係
る協議・実施報告
・職場体験報告会及び講演会準備
・障害者雇用状況報告

障害者雇用の拡大に向けた民間企業へ
のアプロ－チが重要課題となっている。

東金市

山武市

芝山町

横芝光町

九十九里町

大網白里市

16

20

習志野

市川

松戸

印旛

市町村

2245

専門部
会の名
称

就労部会

N
o

圏域

香取

山武 H22.2.1

活動状況

構　　成　　員(人）(24年度体制）

6

・参加者が幅広く、各々のニーズで参加し
てしまっているため、各議題についての意
見が深まりづらく、地域福祉研究というよ
りは勉強会となってしまっている。

問題点等

31

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

設置日
（立上
日）

委託

00就労部会 H24.11.6 直営

6

・部会としてたち上げはしたものの、今後
の具体的な活動内容等が定まっていな
い。

活動なし
今後の具体的な活動内容等は定まっていない。

・圏域内の就労状況や職親活動状況につ
いての情報把握
・特別支援教育関係者との情報共有及び
支援体制の検討
・作業所工賃や作業内容についての情報
共有
・企業向け研修会主催等、一般企業を含
めた社会への障害者雇用拡大施策の検
討
・事例検討会
・ＤＶＤ上映会

13

1

資料６－２



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

21 市原 市原市 就労支援
部会

H20.10.16 直営 8 2 2 1 2 1 3

・障害者就業・生活支援センターの事業
説明及び意見交換
・第２回市原市障がい者就労促進フォー
ラム開催

22 君津市 就労支援
部会

H22.10.29 直営 10 5 1 4 2

・就労支援部会の課題、問題等の検討
・障害者の雇用に関するアンケート調査
の結果について
・就労支援部会の活動方針について

23 木更津市

就労・生
活支援部
会

H21.6.18 直営 15 7 5 3 4

障害のある人の「働きたい」「傍楽きたい」
を応援し、「暮らしの中の余暇の充実」に
向けた企画づくり。

24 袖ケ浦市
おとな
チーム

H24.5.11
(組織見直
し)

委託 7 3 2 1 1 5

・アンケート調査の実施
・地域の就労サポート体制について

25 富津市
就労支援
部会

H22.2.12 直営 15 7 7 1 2

・部会の運営方針について
・障がい者の就職や実習についてのアン
ケートについて（9月11日集計）
・官公需に関するアンケートについて（2月
実施）
・障害者雇用促進企業・事業所説明会に
ついて（11月6日開催）

茂原市

白子町

長生村

長柄町

長南町

睦沢町

一宮町

いすみ市

勝浦市

大多喜町

御宿町

27協議会　27部会 327 159 24 11 0 71 62 0 119

26

君津

夷隅

長生

23雇用就労
部会

12 6

10

27

計

・障害者の就労状況について
・工賃向上について

3

H21.11.19 直営 1

・夷隅特別支援学校見学会について
・夷隅地区においての課題検討
・夷隅地区における障害者雇用のために
　　夷隅特別支援学校高等部作業見学
・就労に向けて学校と関係機関との繋が
り（講演）
・障害者雇用実施企業とのディスカッショ
ン

16

5

3

H19.11.1 委託

5

活動状況 問題点等

構　　成　　員(人）(24年度体制）

N
o

圏域 市町村

専門部
会の名
称

設置日
（立上
日）

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

就労作業
部会

2



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度

〔地域移行・生活支援〕
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 船橋 船橋市
地域移
行・生活
支援部会

H20.6 直営 8 7 1 0

2 流山市 地域生活
支援部会

H21.4.1 協働 7 2 3 2 2
災害時の障害者に対する支援について
検討を行った。

3 松戸市 地域生活
支援部会

H24.4.1 直営 15 6 1 2 6 12

・居住支援研修会の開催（１回）
・アンケートの実施
・アンケートから、現状の把握と課題の抽
出

4 市川 市川市 生活支援部会 H20.3.27 直営 15 12 3 7

・ワーキングチームについて・
・関連連絡会からの報告
・他圏域の支援事例に学ぶ
・ハートフルセミナー（人材確保のための
研修）の実施
・研修の実施
・送迎に関するアンケート実施

・課題があまりにも多いため、集約が難し
く、取り組みが中途半端になり易い
・精神障害に関する課題が取り上げられ
にくい
・構成員の多くがサービスの担い手でもあ
るため、取り組みの負担が大きい

5 習志野 八千代市 くらし分科会 H19.4.1 直営 5 2 1 1 1 7

・２３年度までの啓発を中心とした活動内
容に加え、災害時の対応についても取り
組むこととなりました。
・啓発に関しては、主な対象を中学生と
し、啓発物配布を行いながら、同時進行で
中学生と意見交換を行うなどの方法を検
討しました。
・災害時の対応については、在宅の障害
者の支援について、市内の福祉施設に対
し、アンケートにより調査を行う方向で協
議を進めています。

6 富里市 生活支援
研究部会

H19.4.1 委託 12 6 1 1 4 3

・ぷれジョブについて　等 昨年度のモデル事業を経て本事業として
活動したが，協力してもらえるボランティ
アや事業所の確保に苦慮している。

7 白井市 生活支援部会 H21.5.1 直営 10 7 2 1 2 ・子どもに関する課題について

8 成田市 地域生活部会 H20.11.14 委託 10 5 3 2 6

・障がい者やその家族が安定して地域生
活を送れるように、様々な支援の仕組み
づくりを検討する。
・障害理解を促進するツールの開発を検
討。

3障害の特性の違いから、共通の課題に
対して方向性が定まらない。

9 四街道市 生活部会 H21.5.28 委託 23 5 12 6 2 活動開始時期が遅くなり、具体的な進展
はない。

# 佐倉市 生活支援部会 H19.7.20 直営 28 27 1 6

・困難事例の検討について
・重症心身障害者の対応について
・出前講座について

・必要な資源、不足している資源をどのよ
うに作り上げるか。

酒々井町

栄町

# 香取市 地域生活
支援部会

H21.6.9 委託 13 2 4 7 3
部会の各機関からあがった、地域の検討
課題について、協議を行った。

# 東庄町
地域生活
支援検討
会

H22.７ 直営 14 2 3 2 2 5 1
・見守りネットワーク事業について
・町障害福祉計画の点検・評価について

# 海匝 旭市
精神障害
者
支援部会

H19.11.9 直営 7 2 2 1 2 4

・配食サービス試行事業の活動報告及び
課題検討
・福祉サービス情報マップ（仮）の検討

# 海匝 銚子市 居住分科会 H21.8.17 直営 6 3 1 2 7

・障害理解を深める啓発活動の実施（精
神保健推進員・食生活改善推進員対象）
・市内グループホーム・ケアホーム及び就
労支援B型事業所の見学会実施

・H22～23年度は民生委員を対象に各地
区の定例会へ参加し学習会を実施。24年
度は精神保健推進員等を対象としたが、
学習会の要請もなく啓発活動の機会はほ
ぼなし。
施設見学会も含め今年度は発展的な活
動へつながらなかった。

# 君津市 地域生活
支援部会

H22.10.29 直営 12 5 4 1 2 2

・地域生活支援部会の課題、問題等の検
討
・「健康と福祉のふれあいまつり」用チラシ
の原稿について

# 富津市
地域生活
支援部会

H22.2.12 直営 18 6 5 7 5

・部会の運営方針について
・市内防災マップについて
・身体障害・重身向け施設見学会につい
て
・市内トイレマップについて

・施設見学会を行う前に、特別支援学校
の教師が福祉制度を周知していないこと
が多く、まずは教師に対しての説明会が
必要。また、身体障害者が主に利用する
施設が少ない。

１7協議会　１7部会 208 100 39 4 1 25 39 0 71

#

松戸

直営 1

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

構　　成　　員(人）(24年度体制）

印旛

計

君津

専門部
会の名
称

5

活動状況 問題点等

・学齢期の自殺対策やうつ対策を学校の
授業を通して実施を検討していたが、学
校側の協力が得にくく、教育との連携が
進まない。

・震災関係の自殺対策に関するＤＶＤ観賞
と当事者からの感想を交えて話し合う
・学齢期における自殺対策やうつ対策に
ついて検討協議

24

設置日
（立上
日）

H23.4.27

N
o

市町村

精神部会

香取

圏域

3



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度
〔こども（療育支援等）〕

開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 船橋 船橋市 障害児部会 H20.6 直営 8 4 4 2

障害児の福祉サービス利用に関するアン
ケートを実施する為、調査項目や対象者
等についての協議。

2 柏 柏市 こども部会 H22.4 直営 12 3 2 7 4

・障害児や家庭の支援に携わる関係者に
よる部会。
・障害児及び家族のための早期支援の取
組み。
・巡回支援やライフサポート手帳などの取
組み。
・事業者同士の連携や事例検討。

・市が独自に進めてきた巡回支援と保育
所等訪問支援の連携。
・ライフサポート手帳の普及。

3 市川 浦安市
特別支援
教育プロ
ジェクト会

H21.3.16 協働 22 3 2 16 1 3

別紙のとおり

4 習志野 八千代市 こども分科会 H24.4.1 直営 6 1 1 4 6

・平成２４年度から分科会が創設され、事
例を通じて、こどもを取り巻く環境につい
て検討を行ないました。社会資源の不足
の他、こどもの療育を受ける権利と親の
就労保障をどのようにして両立させていく
のかという課題を共有しました。また、庁
内の協議会の実施状況の他、障害児保
育や特別支援学級の現状について理解
を深めました。

・平成24年度から立ち上がった部会であ
り、協議内容を絞ることが出来ず、方向性
が定まっていない。

5 富里市
教育・療
育研究部
会

H19.4.1 委託 16 4 1 3 8 3
ライフサポートファイルＱ＆Ａの検討（中学
校教諭向け）　等

関係機関の理解に向けて周知を図ってい
く。

6 八街市 こども部会 H20.4.1 委託 7 3 1 2 1 5

　障害がある保護者への支援について特
別支援学校等との連携を図り検討。教育
委員会等と連携しライフサポートファイル
の理解を深める研修会を企画した。

7 印西市 こども部会 H23.7.28 直営 4 2 1 1 6
障がい児、保護者が活用できるパンフレッ
ト作り

8 成田市 児童部会 H20.11.14 委託 10 2 3 5 6

・障がい者の療育発達支援のための仕組
みづくりを検討する。
・県のアドバイザー派遣を活用した研修会
を実施。
・ライフサポートファイルの作成。（配付は
25年度）

ライフサポートファイルの普及促進と早期
発見の仕組みづくり

9 四街道市
療育・教
育部会

H21.5.28 直営 10 2 4 3 1 3 家族支援のための勉強会の開催

10 佐倉市 療育・教育 H20.5.23 直営 17 6 3 1 7 6

・療育・教育現場を担当する職員の研修
会の開催
・障害について学ぶ市民講座の開催

・ライフサポートファイルの活用について
の取組み。

酒々井町

栄町

12 香取市 療育支援部会 H21.8.10 委託 15 3 1 5 6 0

13 東庄町 療育検討会 H22.７ 直営 18 3 1 12 2 1
・ライフサポートファイルの運用について
・町障害福祉計画の点検・評価について

14 海匝 旭市 療育支援部会 H19.11.9 直営 7 1 2 3 1 2
「ライフサポートファイル」の作成

東金市

山武市

芝山町

横芝光町

九十九里町

大網白里市

16 木更津市 こども部会 H21.6.18 直営 15 4 10 1 4

「発達に不安がある」「日常生活に困難が
ある」乳幼児に対して、できるかぎり早期
から継続的支援を円滑に行うシステムづ
くり。

17 袖ケ浦市 こどもチーム
H24.5.11
(組織見直
し)

委託 8 5 3 8

・「子育てサポートファイル」の作成につい
て

18 富津市 子ども部会 H24.5.16 直営 31 13 7 11 1

・サポートファイル「すこやか」の啓発活動
について
・ペアレントメンターによる交流会やディス
カッションについて
・支援者向けスキルアップ講座について
（3月23日実施）
・部会等の他にワーキンググループがあ
り、Aグループは4回、Bグループは7回、C
グループは4回行っている。

・サポートファイルをどのように市民へ周
知・活用してもらうように働きかけるか。

茂原市
白子町
長生村
長柄町
長南町
睦沢町
一宮町
いすみ市

勝浦市

大多喜町

御宿町

２０協議会　２０部会 271 67 35 9 0 134 26 0 75

19 長生

夷隅20

香取

・ケーススタディと情報共有
・子どもの成長を記録できる「山武地区相
談支援ファイルあおぞら」の配布と使い方
の普及
・見学会
・ペアレントサポート事業の実施

・障害児相談支援について
・困難事例検討

1 31

5

6

・ライフサポートファイルの作成及び円滑
な運営について協議
・ペアレントトレーニングについて視察及
び実施検討

16

12

4

活動状況 問題点等

5

6

3

1 1

・平成２４年度活動計画について
・児童支援部会構成員について
・平成２５年度ラッコくらぶ廃止に伴う、今
後の療育相談等の体制をどうするか
・夷隅地区においての課題検討

6

15 山武

H23.4.27

印旛

こども部会

設置日
（立上
日）

委託H22.8.30

13委託

21 2 4

H19.11.1

直営

障害児部会

療育作業部会

児童支援
部会

君津

計

構　　成　　員(人）(24年度体制）
専門部
会の名
称

・ライフサポートファイル及びペアレントト
レーニングの実施の目途は立っている
が、今後どのように具体的に活用していく
かが定まっていない。

8

25

11

N
o

圏域 市町村

11

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

H23.9.9 直営

4



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度
〔相談支援〕

開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 柏 柏市 相談支援
部会

H21.6.30 直営 8 8 12

・相談支援に携わる実務担当者による部
会。
・相談支援体制のあり方の検討。
・サービス利用計画の質向上を図るため
の事例検討、スキルアップや人材育成の
ための研修の実施やネットワーク作り。

・サービス利用計画の作成進捗状況。
・基幹相談支援センターのあり方について
の検討が今後の課題。

2 流山市

相談支援
部会

H24～権
利擁護部
会を統合

H21.4.1
(権利擁護
を含める)

協働 10 3 1 2 3 1 3

事例検討。
相談支援者のスキルアップについて。
法改正に伴う福祉制度についての情報交
換。
市の相談支援体制について。

3 松戸市 相談支援
部会

H20.6.1 直営 12 6 2 4 17

・基幹相談支援センター設置に向けた準
備会
・障害者相談支援の現状と課題の検討
・障害のある子どもの相談支援の検討

4 市川 市川市 相談支援
部会

H20.3.27 直営 16 12 2 1 1 9

・相談支援の指定状況・計画相談の作成
状況について
・基幹型支援センターえくるの実績報告
・川越市の相談体制視察
・グループスーパービジョンの実施
・相談支援のガイドライン作成
・相談支援に関する研修の実施

指定相談事業所が増え、全ての事業所を
部会に入れることが困難になっている。今
後どのように意見の集約をはかり、誰に
代表性を持たせるかが課題。

相談支援
成人部会

H23.4.1 直営 9 4 1 4 12

・民生委員・医療機関MSWの会・介護支
援専門員等の研修に参加しネットワーク
づくり
・障害者啓発講座の企画実施
・福祉ふれあいまつりへの参加

指定相談支援事業者が市内に４事業所と
少ない。事業所整備に向けた取り組みが
必要。

相談支援
児童部会

H23.4.1 直営 9 3 3 3 11

・発達段階毎の課題を共有
・公民館で障がい児通所施設から児童の
作品等を展示し、市民への障がいの理解
を進めた。

児童の年代や障がい種別により様々な課
題があり、解決策の検討に向けて焦点を
絞り検討していくことが難しい。

6 八千代市
つなげる
分科会

H19.4.1 直営 6 4 1 1 7

・平成２３年度から引き継いだ「八千代市
障害福祉マップ」作成については、人的、
予算的な負荷と完成品の質とのバランス
について課題があった事と、付加機能とし
ての事例検討会を推進していく課題が出
たことから、一旦休止となりました。
・事例検討会については、各分科会から１
事例ずつ取り上げ、当市の社会資源にお
ける課題の抽出を図ることを目指し、第５
回から、つなげる分科会、こども分科会、
しごと分科会の提供事例について検討会
を行いました。

・委員の背景が様々であるため法改正や
施施策の話題になると、話についていけ
なくなる委員がおり、協議事項の共有が
難しい。
・発言力の強い委員の意見に結論がひき
ずられがちである。
・市はどう考えるのか　と市に意見や責任
結論を求める場面が多く委員の皆さんが
作り上げる状況にならない。
・欠席の委員や結論に納得しない委員が
いるとなかなか話が進展しない。
・記録が多く、事務局側の負担が大きい。

東金市

山武市

芝山町

横芝光町

九十九里町

大網白里市

8 市原 市原市

相談支
援・権利
擁護部会
（権利擁
護を加え
る）

H24 6 1
名称変更

直営 10 6 1 1 2 6

・ 障害者虐待防止法施行に伴う、市の体
制整備について
・ 計画相談支援説明会

9 君津 君津市 相談支援
部会

H22.10.29 直営 16 4 4 5 3 4

・相談支援部会の課題、問題等の検討
・相談支援部会の活動目標について
・相談支援に関わる関係図づくり

茂原市
白子町
長生村
長柄町
長南町
睦沢町
一宮町

いすみ市

勝浦市

大多喜町

御宿町

12 鴨川市 相談部会 H21.12.10 委託 20 6 6 8 6

13 館山市 相談部会 H21.12.10 委託 20 6 6 8 6

14 南房総市 相談部会 H21.12.10 委託 20 6 6 8 6

15 鋸南町 相談部会 H21.12.10 委託 20 6 6 8 6

１５協議会　１６部会 259 114 9 4 1 73 58 0 120

H22.4.1

H19.11.1
(前年度そ
の他部会
に記載)

H21.11.19

45

松戸

安房

7

11

10

ケース検
討部会

山武

相談支援
担当者会
議

夷隅

長生

7

11

活動状況

・近年整備されつつある障害者本人への
保護・援護よりも、支援者を支援する機関
が無いために、そのケアに対する方法に
ついてが議題に上がりやすくなっている。

構　　成　　員(人）(24年度体制）

5

1

・年間計画の確認
・安房地域福祉マップ作製
・安房地域共通相談シート作成
・研修会開催
　「高次脳機能障害支援普及事業につい
て」
　「障害者虐待防止法について」
・情報交換、報告会
・今年度の反省及び児年度の計画

18

8

・圏域内の処遇困難事例の検討会
・圏域内の相談支援体制の充実のため
の研修会主催
・圏域内サービスの情報提供
・新法施行、法制度改正への対応に関す
る検討

7

53

3

・地域移行支援事業・計画相談支援事業
の実施状況について
・ケース検討部会の在り方について
・夷隅郡市障害者サービスリストについて
・自立支援協議会への提言について
・事例検討

相談支援部会 委託

設置日
（立上
日）

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

・困難事例検討
・計画相談支援について

委託 22

16直営

4

習志野

市町村

専門部
会の名
称

224

問題点等

計

5

N
o

圏域

習志野市

5



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度
〔福祉サービス〕

開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 市川 浦安市

事業者支
援・制度プ
ロジェクト
会

H19.7.6 協働 17 15 1 1 5

別紙のとおり

2 習志野 鎌ヶ谷市
福祉サー
ビス部会

H21.9.25 直営 14 4 3 5 2 3

・地域移行について
・居住支援について
・グループホーム、ケアホームの現状及び
問題について

3 市原 市原市 サービス
支援部会

H20.10.16 直営 7 4 2 1 3

・ ヘルパー研修会の開催に向けた検討
・ 事業所ガイドブックの改訂

4 君津 袖ケ浦市
高齢チー
ム

H24.5.11
(組織見直
し)

委託 7 4 1 1 1 6

・市内施設の訪問訪問調査を実施
・高齢の障害者の課題、問題点を整理

４協議会　４部会 45 27 7 0 0 7 4 0 17

〔権利擁護〕
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 船橋 船橋市
権利擁護
部会

H20.6 直営 5 2 1 2 7
虐待防止センター提言、設置について

2 松戸 我孫子市
権利擁護
部会

H25.2.1 直営 8 2 1 1 1 1 2 1

虐待通報事例の検討 本部会から、高齢者や子どもの虐待事例
について、連携した検討会議体の設立を
求める意見があり、今後の検討課題とし
ている。

3 習志野 鎌ヶ谷
権利擁護
部会

H24.9.24 直営 11 6 3 2 5

・複合したニーズに対応できる体制の整
備について
・法人後見を行える法人の整備について
・複合したニーズに対応する関係機関の
ネットワークの構築について

4 印西市
権利・生
活部会

H23.7.28 直営 5 2 3 6

・権利擁護研修会の開催
・災害時の避難及び支援について、災害
関係各課と障害福祉関係団体との共通
理解と意見交換及び災害時における相互
協力に関する協定の締結。

5 佐倉市 啓発・権
利擁護

H19.12.19 直営 14 2 5 1 6 9

・啓発用パンフレットの配布
・障害について学ぶ市民講座の開催
・権利擁護研修会の開催

・市民後見の推進と法人後見の充実
・福祉教育の推進

6 君津 富津市 権利擁護
部会

H24.5.16 直営 21 7 3 1 8 2 3

・部会の活動方針・運営方針について
・権利擁護についての講演会（6月8日実
施）
・障害者虐待防止法について

・権利擁護の普及啓発活動をどのように
行っていけばいいか。

６協議会　６部会 64 21 9 4 3 15 12 0 31

〔退院促進〕
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

1 印旛 佐倉市 精神部会 H21.7.8 直営 17 7 3 2 5 6

・自立訓練訪問員とホームヘルパーの活
動について
・障害について学ぶ市民講座の開催
・サービス利用計画について

・精神障害者の現状と問題点の把握
・精神障害者が地域で暮らすための方策
の検討

2 南房総市
地域移行
部会

H22.4.21 委託 22 7 15 12

3 鴨川市
地域移行
部会

H22.4.21 委託 22 7 15 12

4 館山市
地域移行
部会

H22.4.21 委託 22 7 15 12

5 鋸南町
地域移行
部会

H22.4.21 委託 22 7 15 12

５協議会　５部会 105 7 3 0 0 30 65 0 54

N
o

設置日
（立上
日）

・退院促進等に関する情報交換など

計

N
o

計

専門部
会の名
称

印旛

N
o

安房

専門部
会の名
称

設置日
（立上
日）

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

構　　成　　員(人）(24年度体制）

活動状況 問題点等

計

圏域 市町村

圏域 市町村

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

構　　成　　員(人）(24年度体制）

活動状況 問題点等

圏域 市町村

専門部
会の名
称

設置日
（立上
日）

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

構　　成　　員(人）(24年度体制）

活動状況 問題点等

6



地域自立支援協議会の設置状況に関する調査結果（専門部会の設置状況） （２5年３月31日）

24年度

〔その他〕
開催回数

委員
総数

事業
者

当事
者
団体

学識
経験
者

司法
関係
者

行政
関係
者

その
他

（再
掲）ピ
アカウ
ンセ
ラー

24年
度

実績

地域部会
(３部会)

H20.2.1 委託 25 10 3 6 6 19

○個別支援会議
○地域の課題等の抽出・協議・報告
（運営事務局会議への報告）
○顔の見えるネットワーク作り

○部会により運営の活性状況にムラがみ
られる。

運営事務
局会議

H22.4.1 直営 14 8 6 6

○地域部会から報告された課題等の分
析・整理・対応の協議

○解決が困難な課題が多く、現状では解
決に結びついていない。（スモールサクセ
スの経験が必要）
○運営事務局会議委員では、解決に結び
つく議論ができない課題も多い。

身体障が
い者部会

H22.12.22 直営 20 6 5 7 2 2

（第１回議題）
1　副部会長の選出について
2　相談事例の報告・検証
3　各関係機関の状況について　他
（第２回議題・合同部会）
（講演）
「障害者虐待防止法の施行と地域自立支
援協議会について」

知的障が
い者部会

H22.12.22 直営 19 10 2 4 3 2

（第１回議題）
1　相談事例の報告・検証
2　各関係機関の状況について
第24年度第2回知的障がい者部会
（第２回議題・合同部会）
（講演）
「障害者虐待防止法の施行と地域自立支
援協議会について」

精神障が
い者部会

H22.12.22 直営 10 7 1 2 2

（第１回議題）
1　障害者自立支援法改正による相談支
援について
2　各関係機関の状況について
（第２回・合同部会）
（講演）
「障害者虐待防止法の施行と地域自立支
援協議会について」

障がい者
虐待対応
部会

H24.8.23 直営 12 3 3 3 3 1

（第１回・合同部会）
（講演）
「障害者虐待防止法の施行と地域自立支
援協議会について」

3 市川 浦安市

啓発・広
報
プロジェク
ト会

H19:8.29 協働 16 7 4 3 2 4
別紙のとおり

個別支援
部会

H21.9.24 委託 14 3 4 4 3 3

・各種困難事例を挙げて検討し、関係機
関に繋げていく
・困難事例のその後の経過報告について

発達支援
部会

H24.9.21 直営 13 6 6 1 3

・「発達障がい」に対する考え方について
・医療・福祉・教育・地域の連携の必要性
について
・「サポートファイル（発達等障がいをもっ
た子どもが適切な支援を受けられるよう
に、これまでの支援内容を書き綴ったも
の）」の在り方について

5 八街市 おとな部会 H20.4.1 委託 14 7 4 3 3

　障害者の虐待防止等の権利擁護を確保
するためのネットワーク強化や普及啓発
等の活動を行う。普及啓発活動の一環と
して、障害者虐待防止の理解を深める研
修会を企画した。

6 四街道市 防災部会 H23.1.20 直営 14 1 12 1 0

7 香取市 広報部会 H21.12.11 委託 6 1 5 0

8 多古町 地域支援部会 H24.10.1 直営 13 6 2 2 3 1

特別支援学校を卒業した障害者の進路に
ついて、受入の施設が少ないので、どうし
たらもっと受け入れ施設を増やせるのか
を協議した。

障害者の要望する内容の事業ができるか
どうかという点で、事業者との間に隔たり
があることが問題点となっている。

身体障害
者支援部
会

H19.11.9 直営 6 1 4 1 0

知的障害
者支援部
会

H19.11.9 直営 6 3 1 2 0

# 銚子市 仲間づくり
分科会

H21.5.25 直営 10 2 5 2 1 8

・障害者（児）及び関係者相互理解を深め
るための交流会を実施（年１回）

・分科会が年１回の交流会のためだけの
協議の場となってしまし、それ以外の取組
や活動へ発展しにくい状況。

東金市

山武市

芝山町

横芝光町

九十九里町

大網白里市

# 市原 市原市
計画進行
管理部会

H22.4.27 直営 8 4 1 1 1 1 0

# 木更津市 広報部会 H21.6.18 直営 15 9 2 3 1 4
障害福祉に関する地域の情報等の収集
及び発信と地域全体のイベント等を企画
する。

災害チーム
H24.5.11
(組織見直
し)

委託 8 4 1 1 2 8
・市内施設へのヒアリングの実施
・災害時の課題、問題点の検討

普及啓発
チーム

H24.5.11
(組織見直
し)

委託 9 5 1 1 2 8
・課題、問題点の整理

広報チーム
H24.5.11
(組織見直
し)

委託 4 2 1 1 6
・ホームページの作成、運用について

14協議会　２２部会 270 111 54 13 0 55 37 0 91

袖ヶ浦市#

4

9

香取

77

旭市

山武圏域
地域自立
支援協議
会事務局
会議

山武 委託H20.4.1 14

問題点等

11

活動状況

鎌ヶ谷市習志野

野田市

千葉市1

計

海匝

#

千葉

君津

印旛

2

N
o

圏域 市町村

野田

専門部
会の名
称

設置日
（立上
日）

事務局
(直営・
委託・
協働の
別)

構　　成　　員(人）(24年度体制）

7



1 
 

別紙 

民営化後の障害福祉サービスの提供について 

市
検
討

内
容 

・現サービスの継続や定員拡大を検討する。 

・追加可能な新規サービスは、既存施設を利用し実施可能なものを基本とする。 

自
立
支
援
協
議
会
か
ら
の
意
見 

●介護系サービスについて 

【送迎保障】 

【・送迎必須（老障介護の現状を踏まえると拠点は利用者の利便性を検討。必要に応じてドアツ

ードアを実施するなど柔軟な対応をせざるを得ないのではないか） 

・相談支援事業を実施。機能させていく。 

・独自のサービスの実施（日中一時や緊急時間預かり等、柔軟に対応していただきたい。）】 

【・拠点送迎必須 

・利用者の高齢化に対する対策について、具体的な構想のある法人に委託してほしい。 

・相談支援の充実を図る。 

・建物は、全施設バリアフリーにする。 

・高次脳障害者等、身体障害（軽度）の方が通所できる場を作ってほしい。】 

●訓練系サービスについて 

【・利用者さんの状況に応じて、事業種を変更する。（就労Ｂだけでなく生活介護との多機能に

していく。チャレンジ国分を就労移行と就労Ｂとの多機能というのも現実的に厳しいのかどう

か）】 

【・拠点送迎必須 

・利用者の高齢化に対する対策について、具体的な構想のある法人に委託してほしい。 

・相談支援の充実を図る。 

・建物は、全施設バリアフリーにする。 

・高次脳障害者等、身体障害（軽度）の方が通所できる場を作ってほしい。】 

●地域活動支援センターについて 

【・夜型、子どもが行ける地活が欲しい。】 

【・障がい福祉サービスでは対応できない隙間のニーズにも応えられる体制作りをお願いした

い。】 

【・身体書害者福祉センター：年齢によっては、介護保険事業の利用等に切り替えていくことも

はできないのか。（介護保険下でのデイサービスの活用もあるか。実態がわからないのにすみ

ません）自立訓練の場としてリニューアルするとか。 

・メンタルサポートセンター：現状、公的な相談支援機関としての役割は大きい。】 

【・安定した運営の為に、公立のまま残すことも必要ではないか。 

・身障センターの高齢化にどう対応していくのか課題。】 

資料７ 
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【★その他 

  日中一時支援  体験宿泊・ショートステイ  相談支援事業 

★受託法人に望むこと 

・「通所されている方が市川でずっと暮らし続けられることを理念とする法人」かつ、 

「市内の法人・市行政との連携し、市川の障害者福祉に積極的に参画する法人」を、 

受託要件にしてください。 

・そのためには、市内でのグループホーム運営（障害の重い方・高齢の方も受け止めるグループ

ホーム）は必須です。法人利用者だけでなく、市内、広く情報発信してニーズに応えてください。 

・理念に添って、ニーズに応じた事業展開をお願いします。 

・風通し良い組織運営（オンブズマン、虐待防止委員会、評議員会等）、研修体制、当事者団体

との関係、を望みます。】 

 

●自由記載欄 

【・市川市直営施設の民営化の検討にあたり、国の施設整備費等の算定や予算確保が厳しくなる中、施

設インフラは貴重な地域福祉資源として、市川市として積極的な維持と活用を検討して欲しい。 

・既存の公立施設の民営化の議論にあたっては、公と民の役割を明確にした上で検討すべきではないか

と思う（既存形態をそのまま民営化する以外の選択肢もあるのではないか）。 

・公立施設の強みは、人材の安定的な雇用と供給であり、その事が施設運営の安定性に寄与している事

は確かだが、支援の専門性を担保しているとは言い難いと思われる。つまり、運営の民営化の議論で

はなく、支援の専門性を担保していくために民間の人材や活力を活用していく考え方は、利用者にと

って有益な視点ではないかと思われる。公立か民間かの二元論でなく、官民協働の考え方もあるので

はないか。 

・民営化のメリットは、機能的効率的な運営が図られやすいところであり、そのことによる利用者の利

便性の向上が具体的に期待できるところであると思われる。 

・既存施設を民営化するにあたっては、運営コストに対する考慮は不可欠と思われる。障害福祉サ－ビ

スにおいては、人件費が最大の運営コストであるが、公立施設の手厚い人件費で実施されている支援

サ－ビスを（補助金等無しで）そのまま継承することは困難 

 と言える。民営化に際しては、既存のサ－ビス提供内容を維持継続させるための運営費補助を実施し

ていただくか、それが難しいのであれば指定基準内の標準サ－ビスの提供を目安にしては如何か。 

・今回のテ－マとはずれてしまうが、障害者の居住サ－ビス資源の整備が喫緊の課題と思われるが、様々

な法律や地域事情により今後の整備を民間に委ねていても改善や解決は困難と思われる。市川市が所

有するインフラ資源を居住サ－ビス資源の整備に活用することを検討していただきたい。】 

【・民間運営だと利用者の声がスピーディに反映される 

・公が運営すると赤字がほとんど 

・民間はサービス改善の切迫感があり、赤字にはなりにくい 

・公立は設備投資が大きいので、民間だとよほど資金がないと難しい。 

・公設民営自体はどんどんしていくべき。細かいことは民間の事業所に全部任せたほうが良い。】 

【・看護師⇒重心対応のための研修を公で！ 
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 保育士⇒障害児理解のための研修（知・肢・重） 

・療育が遂行しやすいモデル事業を公で行う。Ex)看護・指導員・保育・リハ等、それぞれの職種の特性

を活かせる療育体制 

・送迎の問題について 通所児童が利用できるバスの運行ができると良い。※移動支援として設定され

ている時間数も少ない現状もある。】 

【・公立民営というのは、ひとつには人件費の削減を目的にしているところが大きいのではないか。国

の方が介護職員に色々手当を講じていても、結局のところ、現場の職員まで届いていない。民営化に

なるとますます薄給になり、経験を積んだ優秀な人材は辞めていってしまうことにつながるのではな

いか。 

・身体障害者のデイの充実（現状受け入れが悪いため） 

・吸引、医療的ケアの受け入れ 

・入浴等ができる施設】 

【・入所型の生活訓練施設（地域移行も広がっていくことが考えられる）。 

・Ⅰ型での相談支援事業（市内の相談支援事業所は飽和状態なこと、Ⅰ型であればどこかにつながらず

とも、基本相談としてやっていくことができる）。 

・Ｂ型事業所の拡大（事業所を増やすことができないのであれば、定員を増やすのがベストだと考える）。 

・訪問型の生活訓練を増やす。 

・福祉であっても稼がせるという理念や給料を意識しているＡ型事業所が増えると良い。】 

【初めに、市川市行政の経営方針として「民でできることは、官は行わない。官ですべきことはしっか

り行う」と掲げて頂いておりますが、具体的に現在の官のすべきことをどのようにお考えなのかご回答

をお願いします。 
・これまで市川市は学校卒業後の通所先を確保するということで施設整備を進めてきて頂きました。何

年に何人卒業生がいるから、今後いくつ通所施設が必要か？という状況の把握と計画は行政の役割であ

り、ハートフルプランの数値目標もこのような観点から作られていることと思います。卒業生の通所先

の確保、在宅になってしまうことの無いように今後もこの方針に変わりなく計画を立てて頂くことを要

望します。 
・通所先の確保という点での公立施設の役割は大変大きく、今後もその役割は変わらないはずです。近

年に建て替えをし、設置して頂いた松香園では民間には十分にできなかった医療的ケアを必要とされる

重度心身障害者の受け入れの為に看護師の配置や設備を整えて頂きました。もしこの受け入れの態勢が

なかったら医療的ケアの必要な方々は在宅となってしまった可能性は非常に高いと思われます。 
・しかしながら松香園で設置して頂いた重度心身障害者の 5 名枠はあっという間に定員となってしまい

来年以降の受け入れの態勢はどのようになっているのか不透明な状況であります。また、松香園は指定

管理となったことから重度心身障害者を受け入れるという当初の役割を今後も変わりなく担って頂ける

のか不安視される声を聞きます。指定管理の契約内容にその目的等は記載されているのでしょうか？ 
指定管理が進められる中で、その施設の設置された経緯や目的、担ってきた役割は以降も変わらず引

き継がれるべきで、民間事業者が入ったことによりその方針が変わらないよう対策して頂くことを要望

します。 
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・今後も在宅になってしまう方を出さないように、その人数や必要な支援の内容の把握は必須であり、

ハートフルプラン等の計画を達成していく為にも行政と民間が情報を共有し、施設の設置等を積極的に

民間へ投げかけていく必要があるのではないでしょうか。 
民間が単独で施設を建て、看護師等の専門職を配置するのは非常に困難でありますが、その必要性の

下、市川市単独の補助として看護師の費用の負担や、すでに行われている家賃の補助の継続、その他具

体的に協議をしていくことで民間でも可能になることはあると考えます。制度がありながらも重度の方

に対する支援が増えていない状況を重く受け止め、官民でその対策を考えなければなりません。 
・これは施設設置だけのことではなく例えば介護職員の喀痰吸引等研修についてその資格の取得者が増

えていない状況についても言えます。大きな原因としては研修時間が最も少ないもの（第 3 号研修・特

定の対象者のみ）でも費用が 6 万円程度かかることから何人も受けさせることが出来ないことにありま

す。これについても年間に数名分ずつでもその費用負担等補助があれば増えていくことでしょう。看護

師等専門職の確保と同時に介護職員のスキルアップ等育成も重要な課題です。 
・このように民間のできないことや足りない部分を明確にし、補うことで達成されることは多くあり、

その役割分担もはっきりしてくると考えます。民間で困難なことのひとつとして市全体の障害のある方

の人数とその方々の必要な支援の把握です。各年齢期ごとの詳細な情報は児童の支援においても、卒業

後の進路についても大変に役立つ情報となります。幼児期から関わる行政の窓口は複数ありますが、そ

れぞれの機関が連携しより詳細な情報を次のライフステージに関わる機関へと繋いでいくことで将来の

計画も具体的な確実性のあるものとなります。また、これらの情報を可能な限り民間と共有することで

必要な支援の把握につながり計画的に新たな資源が作り出されると考えます。 
・終わりに、以下質問について自立支援協議会あてに文書にてご回答願います。 
① 市川市の障害者施設課が「官ですべきこと」を具体的にどのように考えているのか？ 
② 市川市は、通所施設の役割として今後も在宅を出さないよう整備していくと考えているのか？ 
③ 指定管理となった場合でもその施設の当初の役割は以降も変わらず約束されるのか？具体的に松

香園の医療的ケアの必要な重度心身障害者の 5 名枠の考え方についてどのような契約になってい

るのか？】 

【１．民営化の前（市立通所の間）に、取り組んでほしいこと。 

今現在、利用者(特に本人の加齢・家族が高齢化した方)の生活支援の充実のために、注力して欲しいの

です。若い民間施設のお手本になるような支援を示して、民間移行後につなげてください。例えば、①

相談支援専門員をつけて、幅広く生活設計を考え試行していってください。②施設運営を手放すことに

より、出来た余力や人材が生まれることになります。それを想定して、積極的に地域福祉推進の旗印を

掲げて引っ張って行くことができる人材育成をしてほしいと思います。 

そのためには、今の市立通所支援者の若手・中堅人材を、ＧＨ・移動支援・居宅介護・ショートステイ・

計画相談などの民間の場に派遣し、地域支援の実践を経験してもらうことが必要ではないでしょうか？  

２．民営化をすすめるにあたり、開かれた、検討の場を設けてください。 

 アンケート等の意見聴収だけでなく、行政と民間法人・関係者（当事者団体や医療関係等々）が同じ

テーブルについて、情報交換・意見交換を重ねてください。 

その場を、自立支援協議会の中に設けることもいいと思います。 

官民協働で進めることが、市川らしさと思います。障害者福祉の現場の大変さを民に託すのですから、
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官と民で共に考える姿勢を是非おねがいします。 

指定管理に限らず、どんな民営化の方法があるのか、その検討も、必須です。】 

【「移行できるものは民営化するべき」との考えには、賛成いたします。そのうえで「民でできることは、

官は行わない。官ですべきことはしっかり行う」いう経営方針を掲げ、行財政改革に取組んで頂きたい

と思います。 

 移行の概要を拝見して、経費の面で心配な面があります。民が行っても、官が行っても経費として最

低限出るものは、同じだと思います。なぜ民がやれば赤字が出ず、官がやると赤字が出るのかは、検討

されている行政側がご覧になっても当然わかることだと思います。 

 誰がやっても内容が充実して利用者が困らないようにすることが大切だと思います。単に大きな組織

だから、今後施設を整備する資金があるから…と言うようなことで選択するのではなく、市川の地域性

が良く分かる、利用者にとってより良い支援を展開してくれるだろう組織に運営をお願いして頂きたい

と思います。 

 また、困難な事例の方が支援を受けられないことが無いようにして頂きたい。困難とは経費が掛かる、

対応に困難などあります。市川市には、すべての住民の方の生活、生存に対する責任があります、サー

ビスを決定すると言う責任があります。サービス提供すると言うだけの民とは明らかに立場が違います。

その点をしっかりと理解したうえでの民営化であって欲しいと思います。「すべて、民に任せてあります」

と言う無責任なことの無いようにお願いします。 

 民としても「あの組織が運営しているのだから、知らない」と言うような無責任なことの無いように

していかなければいけないと思います。民営化した団体に困難な事柄が起こった時には、地域で問題を

検討して官にも考えていただきたい。御指導いただきたいと切に思います。 

 市川市は、官民共同が図れて良い障害福祉を展開していると近隣からも評価され、利用者の方が市川

市の住民で良かったと思われるようなサービス提供であって欲しいと思います。】 

【・現在利用されている利用者さんの今後を考えると、指定管理でも民間委譲でも、暮らしの場（例え

ばグループホーム等を市内に準備する等）を必須要件にしてほしい。又、同法人の参入とせず、いろ

いろな法人に参入していただく方が良い。 

・公的な役目があるので、全公立施設を民営化する事には抵抗がある。 

・医療的ケアが必要な方が通所できる場所（看護職の配置）であったり、困難な課題を抱えている方々

の支援の場であったり、民間法人のスーパーバイズをしていただきたかったり、今後、増加するであ

ろう発達障害の方々の支援について発信していただく場であったり・・・・。 

・公として相談支援は必須だと思う。（現状の課題を共有し続けてほしいからです） 

・現場を離れてしまうと、市民ニーズが見えにくくなる事が恐ろしい。他人事になってしまうのが恐ろ

しい。民営化しても市川市行政は民間法人のパートナーとして、一緒に考えていただける存在であり

続けてほしい。 

・民営化についてのプロセスを官民協同で検討していくと良いと思う。（全部決まってから  

 これでどうかというより、おおよその時期の目安がたったら自立支援協議会等に投げていただき検討

していくなどのプロセスを経ていく事を希望する） 

・時期がいつになるかのは別として、現状利用している方々の支援や相談等を通して、何が課題かは見

えているのではないか。それをもっと声に出してほしいと思う。】 
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【・民営化へのプロセスをきちんと示して、意見交換できる場を設けて欲しい。 

・公立の現場を 1カ所でも残してほしい。 

・施設の改修等は、移行前に行って欲しい。（全施設バリアフリー） 

・利用者している方は、基本変わらない事を望まれているので、あれこれ盛り込んで 

 みんな民間移行することを望まないのではないか。】 

【A 部分的な民営化 

 ①自宅～施設への送迎 公共交通（バス・タクシー）や福祉有償運送にて対応 

 ②グループホーム設立での補助金制度 民間がグループホーム設立時、補助金を頂くことで 設立が

楽になる。（特に精神・知的施設を優遇：市川市は精神の病院も多くあり、市川市＝精神・知的 障害者

に優しい街など民間が利用者を呼べるコンセプトなど示してくれることが重要）  

 グループホーム内にある就労支援事業所などいろいろな施設が新しく民間から生まれるかも… 

 B 全体的な民営化 

  通所施設・ショート対応施設・就労支援 A 型 ３つがそろった施設（老健や特養みたいな）施設が

出来るようなプランを民間に公募してみる。 

  上記すべてに対し、専門知識がある方が窓口となり、オブザーバー的に動いてくれることが前提 

 ・公立民営化というのは、一つには人件費の削減を目的にしているところが大きいと思う。国の方が

介護職員にいろいろ手当を講じても、現場の職員まで届いていない。民営化になるとますます薄給にな

り、優秀な人材は辞めてしまうことになるのではないか。】 

【・グループホームの資源は限られている。そこで行政が運営する所を 2 種類（通過型・長期型）作っ

てほしい。公共の施設が通過型（有期限）として実施し、その後独立する方、長期利用できる施設への

アセスメント施設としての運営を行ってほしい。また、一時避難場所や体験宿泊を実施したりと活用さ

せてほしい。 

以下の理由から 

・グループホーム設置認可の要件緩和 

建築基準法上ではグループホームは建物の扱いの規定がありません。そのため、施設の規模、配置及び

各室の独立性から判断し、寄宿舎・共同生活（アパート）・児童福祉施設等のいずれかとして取り扱われ

ます。つまり、一般の住宅（戸建て）をグループホームとして活用していく場合、上記のいずれかに用

途変更しなければなりません。 

例えば、一般住宅を寄宿舎に用途変更した場合、廊下の幅や防火壁の高さに規定が届かずリフォームし

なければグループホームとして活用する事が出来ない状況です。しかし、その準備が整えることができ

ずにグループホームを立ち上げられない事業所がいくつかあります。 

市川市は、特別行政庁です。一般の住宅（戸建て）を用途変更せずにグループホームとして活用できる

ように市川市独自の法の整備をお願いしたい。 

・行政管理のシェルター 

・将来的にグループホームを希望する方のアセスメントルーム 

・共同生活が一時的にできなくなった方の避難場所 

・本人と家族の折り合いが悪く、一時的に入れる部屋。 

  等の理由で一時的に住まいを必要としている方に行政管理のシェルターをお願いしたい。 
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・体験宿泊 

自宅以外の場所での宿泊経験が極端に少ない方の場合、急に環境が変わることで本人の混乱を招くこと

もあるので、グループホームの入居する前に体験宿泊が出来る環境を整える必要がある。現況のグルー

プホームでの体験宿泊は、空きがあることが前提となっているため、難しいので体験宿泊ができる所が

必要です。 

・民営化することにより、元公立の施設が GHを運営できるようになるのではないか。 

それにより現状、公立施設に通所している親が GHについて入居が難しいと諦めがちなところを身近に感

じられるようになり、イメージしやすくなるのではないか。 

・大きい施設が多いので、民営化した際に受託した法人が安定的に運営できるかという不安がある。（赤

字になることを恐れて引き受ける法人がないのではないか。また引き受ける法人を市がイメージできて

いるのかが不安） 

・民営化する事で日中事業所から GH にドアツードアで送迎ができるようになるのがメリットだと感じ

る。 

・現在公立に通っている利用者の家族が民営化する事で不安に感じるのではないか。その一方官民格差

が解消され、柔軟な情報共有・新たなアイデアが浮かびやすくなるのではないかと思う。 

・公立施設利用者家族からはドアツードアの送迎がないから GHが選択肢としてさえ持てないという声も

聞く。民営化によって多くの GH ができるとよいと思う。 

・民営化によって夜間、土日祝の利用者対応が今より容易になるのではないか。 

・様々な法人が参入することにより、それぞれ特色がある施設ができるのではないか。】 

 


























